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○国としては、全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・分析して、教育施策の改善・充実に生かす
○教育委員会としては、自治体や学校の学力水準を検証し、教育委員会の施策の改善・充実に生かす
○学校としては、個々の児童生徒の学習状況を把握して指導に生かすとともに、学校全体として指導方法の検証・改善につなげる
以上のような取組を通じて、教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立する

Plan

Do

Check

Action

調査の目的

全国学力・学習状況調査

本体調査（悉皆）

○理科 ○英語（中学校）
３年に一度程度３年に一度程度

本体調査を補完する調査
（抽出、継続的・定期的に実施）

○調査問題は一部のみ公表
○複数分冊で幅広い内容

経年変化 調査経年変化分析調査

○経済面も含めた家庭の状況を
把握

保護者に対する調査保護者に対する調査

○国語 ○算数・数学
○質問紙調査（児童生徒／学校）

毎年毎年

○調査対象：全国の小学校第６学年、中学校第３学年の全児童生徒
○調査内容：①国語（毎年）、算数・数学（毎年）、理科（３年に１度）、英語（３年に１度、中学校のみ）

②生活習慣や学習習慣に関する質問紙調査（児童生徒／学校）
※多様な児童生徒への対応として、点字・拡大文字・ルビ振り等、様々な資材を作成。

調査の枠組

調査の概要

全国学力・学習状況調査について
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◆平成19年度～平成21年度
・悉皆調査

◆平成22年度
・抽出調査（抽出率30％）
※希望利用校も併せると実施率は74%

（約160万人）

◆平成23年度
・調査実施見送り（東日本大震災の影響等を考慮）

◆平成24年度
・抽出調査（抽出率30％）
※希望利用校も併せると実施率は81%

（約179万人）
・国語、算数・数学に加え、初めて理科を実施

◆平成25年度 ※以降、悉皆調査継続
・悉皆調査（「きめ細かい調査」）
・追加調査として、以下の３つを実施

①経年変化分析調査（抽出）
②保護者に対する調査（抽出）
③教育委員会に対する調査（悉皆）

◆平成26年度
・悉皆調査

◆平成27年度
・国語、算数・数学に加え、理科を実施

◆平成28年度
・熊本地震の影響により、熊本県並びに宮崎県及び大分県の一

部の学校で当日実施見送り
・追加調査として、経年変化分析調査（抽出）を実施

◆平成29年度
・追加調査として、保護者に対する調査（抽出）を実施

◆平成30年度
・国語、算数・数学に加え、理科を実施
・中学校における英語の予備調査（抽出）を実施

◆平成31年度（令和元年度）
・国語、算数・数学に加え、初めて中学校英語を実施

◆令和２年度
・追加調査として、経年変化分析調査（抽出）、保護者に対す

る調査（抽出）を実施予定

各年度の特徴 ※国語、算数・数学は小学校中学校共に毎年実施

全国学力・学習状況調査 13年間の実施状況
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２．調査事項
（１）児童生徒に対する調査
ア 教科に関する調査
（イ）出題範囲は、調査する学年の前学年までに含まれる指導事項を原則とし、出題内容は、それぞれの学年・教科に関し、以下のとおりとする。

①身に付けておかなければ後の学年等の学習内容に影響を及ぼす内容や、実生活において不可欠であり常に活用できるようになっていることが望
ましい知識・技能等

②知識・技能等を実生活の様々な場面に活用する力や、様々な課題解決のための構想を立て実践し評価・改善する力等に関わる内容
（ウ）調査問題では、上記①と②を一体的に問うこととする。出題形式については、記述式の問題を一定割合で導入する。

５．調査結果の取扱い
（５）調査結果の取扱いに関する配慮事項

調査結果については、調査の目的を達成するため、自らの教育及び教育施策の改善、各児童生徒の全般的な学習状況の改善等につなげることが
重要であることに留意し、適切に取り扱うものとする。

調査結果の公表に関しては、教育委員会や学校が、保護者や地域住民に対して説明責任を果たすことが重要である。一方、調査により測定でき
るのは学力の特定の一部分であること、学校における教育活動の一側面であることなどを踏まえるとともに、序列化や過度な競争が生じないよう
にするなど教育上の効果や影響等に十分配慮することが重要である。

調査により測定できるのは学力の特定の一部分
※平成31年度全国学力・学習状況調査に関する実施要領（文部科学次官決定）より

全国学力・学習状況調査の留意点

○本調査は、設問一つ一つに解答類型を設け、その状況から児童生徒の課題等を把握・分析し、学習指導の改善・充実につなげることを目的として
おり、選抜試験のように、合計点数によって学力を識別するための調査ではないことから、問題の難易度や種別などによる配点や重み付けを行っていな
い。

○各設問の解答類型からは、正誤だけでなく、具体的にどこでつまずいているのかなどの様々な情報を把握することができる。

問題の難易度や種別による配点や重み付けを行っていない

○対象となる児童生徒が毎年異なり、また、学習指導の改善・充実に使えるよう本調査の調査問題は全て公表していることから、学力の経年変化を
厳密に把握することはできない。

厳密な経年比較はできない



Ⅱ 調査問題・提供資料
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全国学力・学習状況調査 調査問題

問題例：平成31年度（令和元年度）全国学力・学習状況調査問題より
小学校・算数 日常生活の事象を数理的に捉え判断すること（遊園地での待ち時間）

●出題の趣旨
示された場面の状況から、単位量当たりの大きさを基に、所要時間の求め方と答えを言葉や数を用

いて記述し、その結果から条件に当てはまるかどうかを判断することができるかどうかをみる。

学習指導要領で示された児童生徒に身に付けさせたい資質・能力を、調査問題やその解説等に具体的なメッセージ
として示し、全国の学校や教育委員会等に直接発信

調査問題を通して発信する全国の教育現場へのメッセージ

中学校・国語 情報を読む（新聞）

●出題の趣旨
文章の構成や展開、表現の仕方について、根拠を明確にして

自分の考えをもつことができるかどうかをみる。



学校・教育委員会への提供資料の一例
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全国学力・学習状況調査 提供資料

調査結果の分析に資する多様な資料を提供し、学校・教育委員会での活用を促している

調査結果概況

調査結果チャート

教育委員会・学校・児童生徒へ調査結果、分析資料を提供

全国を比較基準とする
複合パラメータの平均値
を教育委員会・学校別に

示したレーダーチャート

学校／学級別解答状況整理表 （Ｓ－Ｐ表）

全国及び所在都道府県
の正答数分布との比較

左から右へ、全国正答率の高い順に問題番号を記載

上
か
ら
下
へ
、
正
答
数
の
多
い
順
に
児
童
生
徒
を
記
載

平均正答率だけでは把握できない学校や学級全体の課題の傾向や、個々の児童
生徒が理解していない可能性が高い設問を見つけ出すことが容易になる
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全国学力・学習状況調査 提供資料
児童生徒への提供資料
個人票

学校・教育委員会への提供資料の一例
問題別調査結果

全国及び所在都道府県の
領域別正答率との比較



Ⅲ 調査結果の活用
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全国学力・学習状況調査結果の活用

１．都道府県間の平均正答率の相対的な差が縮まってきており、学力の底上げが図られている
・調査結果の分析・活用を通じて、各都道府県における学力向上策が充実
・都道府県間の平均正答率の相対的な差が縮まり、学力の底上げが図られた

２．調査結果の追加分析により得られた知見を公表し、教育現場へ還元
・家庭の社会経済的背景（SES）と学力との関係の分析等が進められた

３．学習指導要領の改訂等に、教科調査を通じて得られた知見を活用
・教科調査から得られた全国の児童生徒の正答・誤答の状況を分析、課題の抽出
・それらの蓄積を学習指導要領の改訂等に反映

４．高等学校入学者選抜にも思考力等を問う出題がなされるようになった

５．教育現場において、データを活用したPDCAサイクルが定着した
・教育委員会や学校においても、調査結果を活用・分析し、教育施策や学習指導を改善

Plan

Do

Check

Action

調査の目的(再掲)

結果の活用状況

○国としては、全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・分析して、教育施策の改善・充実に生かす
○教育委員会としては、自治体や学校の学力水準を検証し、教育委員会の施策の改善・充実に生かす
○学校としては、個々の児童生徒の学習状況を把握して指導に生かすとともに、学校全体として指導方法の検証・改善につなげる
以上のような取組を通じて、教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立する
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１．都道府県間の平均正答率の相対的な差が縮まってきており、学力の底上げが図られている

小学校 中学校

国語Ａ 国語Ｂ 算数Ａ 算数Ｂ 理科 国語Ａ 国語Ｂ 数学Ａ 数学Ｂ 理科

平成19年度
(理科は平成
24年度)

＋５
以上 なし 秋田（+7.0）

香川（+6.0） 秋田（+6.3） なし
青森（+5.0）
秋田（+7.5）
石川（+5.7）
福井（+6.2）

なし なし
福井（+8.4）
秋田（+5.6）
富山（+5.3）

福井（+7.0）
富山（+5.3）

秋田（+5.1）
富山（+5.8）
石川（+5.3）
福井（+6.8）

－５
以下 なし 沖縄(-9.4) 北海道(-5.3)

沖縄(-5.9) 沖縄(-9.2) 沖縄（-5.4） 沖縄(-7.4)
大阪(-6.7)
和歌山(-5.4)
高知(-7.7)
沖縄(-8.1)

高知(-9.0)
沖縄(-14.6)

大阪(-5.6)
高知(-10.0)
沖縄(-13.2)

沖縄（-9.6）

平成30年度

＋５
以上

秋田（+6）
石川（+6）
福井（+5）

秋田（+6）
石川（+7） なし 秋田（+6）

石川（+8）
秋田（+5）
石川（+5） なし なし 福井（+6） 福井（+6） 石川（+5）

福井（+5）

－５
以下 なし なし なし なし なし なし なし 沖縄（-7） 沖縄（-7） 沖縄（-5）

○平均正答率が全国平均から±５ポイント以上離れている都道府県の状況

○標準化得点の状況

95
96
97
98
99

100
101
102
103
104
105

国語Ａ 国語Ｂ 数学Ａ 数学Ｂ

H19
H21
H25
H26
H27
H28
H29
H30

95 

97 

99 

101 

103 

105 
理科

H24
H27
H30

95
96
97
98
99

100
101
102
103
104
105

国語Ａ 国語Ｂ 算数Ａ 算数Ｂ

H19
H21
H25
H26
H27
H28
H29
H30

95
96
97
98
99

100
101
102
103
104
105

理科

H24
H27
H30

小学校 中学校

平成19・21・25・27・28・29・30年度で、平均正答数（公立）が高い3都道府県と低い3都道府県の標準化得点の平均を算出

※ 標準化得点・・・各年度の調査は問題が異なることから、平均正答率による単純な比較ができないため、年度間の相対的な比較をすることが可能となるよう、各年度の調査の全国（公立）の平均正答数がそれぞれ
100となるように標準化した得点

ほとんどの都道府県が±５ポイントの範囲内。平均正答率との相対的な差が縮まってきている。

下位県の平均正答率が全国平均に近付く状況あり。学力の底上げが図られている。



２．調査結果の追加分析により得られた知見を公表し、教育現場へ還元
学習指導の改善に向けた取組を進めている学校は、児童生徒の経済的な状況に関する学校の状況（就学
援助率）に関わらず、平均正答率が高い傾向が見られた

○「授業では、課題の解決に向けて、自分で考え、自分から取り組むことができていると思うか」との質問に肯定的に回答した学校の方が
すべての教科において平均正答率が高い傾向が見られた

59.7

65.6

69.8

③

②

①

53.8

60.9

66.5

③

②

①

62.8

67.2

70.5

③

②

①

58.4

64.1

68.1

③

②

①

64.9

73.7

78.4

③

②

①

65.0

68.4

71.6

③

②

①

50.3

60.2

66.5

③

②

①

50.0

53.7

58.4

③

②

①

47.4

55.0

60.7

③

②

①

48.8

51.0

53.6

③

②

①

①そう思う
②どちらかといえば、そう思う
③どちらかといえば、そう思わない

就学援助を受けている児童生徒の在籍割合5%未満 30%以上

※データは公立のみ

小学校 国語 小学校 算数 中学校 国語 中学校 数学 中学校 英語

※「そう思わない」は、学校数が
50校未満のため、分析から除外

三重クロス分析（就学援助率×学校の取組×各教科の平均正答率）

0

5

10

15

20

25

30

35

40

在籍していない 5%未満 5%以上、10%未満 10%以上、20%未満 20%以上、30%未満 30%以上、50%未満 50%以上 その他無回答

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

教科の平均正答率
全国値未満

教科の平均正答率
全国値以上

調査対象学年の児童生徒のうち、就学援助を受けて
いる児童生徒の割合
（選択肢）①在籍していない／②5%未満／③5%
以上、10%未満／④10%以上、20%未満／⑤
20%以上、30%未満／⑥30%以上、50%未満／
⑦50%以上

※平成29年度～31年度の調査においては、15%及
び25%でも選択肢の区切りを設け、 「10%以上、
15%未満／15%以上、20%未満／20%以上、
25%未満／25%以上、30%未満」としているが、今
回は、 「10%以上、20%未満／20%以上、30%未
満」 と合計して集計している。

就学援助率ごとの学校割合の経年推移（平成19年～平成31年）

○過去12年間にわたり、就学援助率が10％以上の学校は、全国平均正答率よりも平均正答率が低い傾向が見られた

小学校調査

（平成31年度全国学力・学習状況調査結果より）13

学
校
の
回
答
割
合
（
％
）

選択肢毎の平均正答率（%） 選択肢毎の平均正答率（%） 選択肢毎の平均正答率（%） 選択肢毎の平均正答率（%） 選択肢毎の平均正答率（%）



平成19年度の全国学力・学習状況調査開始以来、文部科学省・国立教育政策研究所による詳細研究を
実施（約200万人×12年間のビッグデータ）
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◆文部科学省による研究
平成19年度から現在まで約50件超

【代表例】
・学力層に着目した指導方法と特性
・習熟度別・少人数学級指導
・児童生徒の生活の諸側面等の分析
・各教科の指導方法
・家庭の社会経済的背景(SES)と
学力の関係（お茶の水女子大学）

・学力の経年比較に関する
調査手法開発（東北大学）

＜本調査研究から明らかになったこと＞
☑ SESは、子供の学力に一定の影響を与える。
☑ 学校の取組により、SESの影響を縮小することができる。
☑ 保護者の働きかけ・意識は、SESによらず、子供の学力に影響を与える。

家庭の社会経済的背景 SES（Socio-Economic Status））：
保護者調査結果から、家庭所得、父親学歴、母親学歴の三変数を合成し、作成した指標。
合成スコアを四等分し、Highest、Upper middle、Lower middle、Lowestに分割して分析。

保護者に対する調査結果（社会経済的背景と学力の関係）について

２．調査結果の追加分析により得られた知見を公表し、教育現場へ還元

• 公立学校（抽出）の児童生徒の保護者を対象と
した抽出調査。

• これまで平成25年、平成29年の２回実施。
• 保護者の子供への接し方、保護者の教育についての

考え方、子供が通っている学校の状況、家庭の状況
等に関するアンケート調査。

保護者に対する調査の概要

（平成29年度保護者に関する調査結果より；約14万人が対象）

国語A 国語B 算数A 算数B
Lowest SES 68.00 48.44 69.68 36.29
Lower middle  SES 72.69 54.45 76.21 42.29
Upper middle SES 76.59 59.68 81.00 47.68
Highest  SES 81.99 67.36 87.58 57.69
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100.0

平均
正答率

SES別の各教科の平均正答率（小6）

【注】「学力」は各教科の平均正答率を指す。



・きめ細かい指導のための人
的支援

・若手をはじめとした教員の育
成・指導力向上のための人
的支援

・学校共通の目標・方針や、
学習指導に当たって最低
限取り組むべき要素の提示

・独自の調査実施を通じた、
特に課題のある学校に対す
る優先した支援

・中学校区を核とした、小中
一貫した取組、保護者や地
域との連携

平成19年度の全国学力・学習状況調査開始以来、文部科学省・国立教育政策研究所による詳細研究を
実施（約200万人×12年間のビッグデータ）
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◆国立教育政策研究所による研究
研究の基礎データとして幅広く活用

【代表例】
○世帯所得と小中学生の学力・学習
時間

○追加的教員配置の学力への影響
○主体的・対話的で深い学びの推進
状況の考察

○調査結果の二次分析に関する研究

２．調査結果の追加分析により得られた知見を公表し、教育現場へ還元

『全国学力・学習状況調査の結果の二次分析に関する研究 報告書』
（平成29年３月 国立教育政策研究所教育課程研究センター）

「学校自身の取組によって成果の上がった学校」※では共通して、過去に学力や学
習状況に大きな課題を抱えた時期があり、教職員が試行錯誤を繰り返しながら、
以下の粘り強い取組が重ねられてきた。

※就学援助率が高く、各教科で継続的にみられる課題を解決し、児童生徒質問紙
調査結果の特定項目の「強い肯定」の割合が高い小中学校計22校に訪問調査

共通する取組のうち、「実質的なPDCAサイクルの構築」及び「児童生徒のつまずき
をていねいに把握」は、全国学力・学習状況調査の趣旨そのものでもあると言える。

１.実質的なPDCAサイクルの
構築：学校のおかれた現状を
直視し、明確な課題意識の
下で、全校の教職員が認識
の共有化を図りながら粘り強
く同じ課題に取り組む

２.家庭の協力を得ながら、児
童生徒の成長を粘り強く評価
し、後押しする

３.児童生徒のつまずきをていね
いに把握し、スモールステップ
でわかるようになるまで取り組
ませる

４.児童生徒の教え合い、学び
合いと教員同士の教え合い、
学び合いにより、学校全体に
活気を生み出し、好循環を起
こす

学校と認識を共有し、実態に応じた効果的な支援を実施

（例）学校自身の取組によって成果の上がった学校の実態

教育委員会が行う学校支援の例 成果の上がった学校に共通する取組



３．学習指導要領の改訂等に、教科調査を通じて得られた知見を活用

○過去の調査で課題が指摘された事項（平成28年12月21日 中央教育審議会答申より）
教科 課題が指摘された事項

小学校国語

中学校国語

文における主語を捉えることや文の構
成を理解したり表現の工夫を捉えたり
すること

目的に応じて文章を要約したり複数の
情報を関連付けて理解を深めたりする
こと

伝えたい内容や自分の考えについて根
拠を明確にして書いたり話したりするこ
と

複数の資料から適切な情報を得てそれ
らを比較したり関連付けたりすること

文章を読んで根拠の明確さや論理の展
開、表現の仕方等について評価するこ
と

基準量、比較量、割合の関係を正しく
捉えること

事柄が成り立つことを図形の性質に関
連付けること

小学校算数

数学的な表現を用いた理由の説明中学校数学
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学習指導要領の改訂に当たって、本調査によって把握された課題等をエビデンスとして活用

【課題となる事項】
複数の資料を比較して読み、目的に応じてそれぞれの要旨を捉えること

【新学習指導要領】
○〔第１学年〕の〔知識及び技能〕において、「比較や分類、関係付けなどの情報の整理の仕方、
引用の仕方や出典の示し方について理解を深め、それらを使うこと。」と新たに記述。

○〔第１学年〕の〔思考力、判断力、表現力等〕の〔読むこと〕において、「目的に応じて必要な情
報に着目して要約したり、場面と場面、場面と描写などを結び付けたりして、内容を解釈するこ
と。」と記述。

○〔第２学年〕の〔思考力、判断力、表現力等〕の〔読むこと〕において、「目的に応じて複数の情
報を整理しながら適切な情報を得たり、登場人物の言動の意味などについて考えたりして、内容を
解釈すること。」と記述。

【新学習指導要領解説】
情報の適否を見極めながら自分の目的に応じて整理すること等の重要性を強調。

【現行学習指導要領】
○〔第１学年〕の〔読むこと〕において「本や文章などから必要な情報を集めるための方法を身に付け、
目的に応じて必要な情報を読み取ること。」と記述。

○〔第２学年〕の〔読むこと〕において、「多様な方法で選んだ本や文章などから適切な情報を得て、
自分の考えをまとめること。」と記述。

課題を踏まえた措置

【中学校国語の例】
■複数の資料から適切な情報を得てそれらを比較したり関連付けたりすること
（平成26年度 Ｂ２一 正答率31.7％）



○過去の調査で課題が指摘された事項（平成28年12月21日 中央教育審議会答申より）
教科 課題が指摘された事項

小学校国語

中学校国語

文における主語を捉えることや文の構
成を理解したり表現の工夫を捉えたり
すること

目的に応じて文章を要約したり複数の
情報を関連付けて理解を深めたりする
こと

伝えたい内容や自分の考えについて根
拠を明確にして書いたり話したりするこ
と

複数の資料から適切な情報を得てそれ
らを比較したり関連付けたりすること

文章を読んで根拠の明確さや論理の展
開、表現の仕方等について評価するこ
と

基準量、比較量、割合の関係を正しく
捉えること

事柄が成り立つことを図形の性質に関
連付けること

小学校算数

数学的な表現を用いた理由の説明中学校数学
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学習指導要領の改訂に当たって、本調査によって把握された課題等をエビデンスとして活用

【小学校算数の例】
■基準量、比較量、割合の関係を正しく捉えること
（平成24年度 Ａ３ 正答率 （１）34.3％ （２）41.3％ ）
【課題となる事項】
○「白いテープの長さ×0.6＝赤いテープの長さ」という事実を問題文から読み取る
○「１に当たる数量（基準量）＝白の長さ」、「比べられる量（比較量）＝赤の長さ＝１２０㎝」、
「割合＝0.6倍」という関係を捉える

○0.6に当たる長さが120㎝である場合、１に当たる長さが何㎝かを求める計算として除法を捉え直す

【新学習指導要領】
〔第５学年〕の「数と計算」において、「乗法及び除法の意味に着目し、乗数や除数が小数である
場合まで数の範囲を広げて乗法及び除法の意味を捉え直すとともに、それらの計算の仕方を考え
たり、それらを日常生活に生かしたりすること。」（思考力、判断力、表現力等）と記述。

【新学習指導要領解説】
数直線を用いて乗法及び除法の意味を捉え直す方法について解説。

課題を踏まえた措置

【現行学習指導要領】
〔第５学年〕の「数と計算」において、「乗数や除数が整数である場合の計算の考え方を基にして、乗
数や除数が小数である場合の乗法及び除法の意味について理解すること。」と記述。

３．学習指導要領の改訂等に、教科調査を通じて得られた知見を活用



４．高等学校入学者選抜にも思考力等を問う出題がなされるようになった
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全国学力・学習状況調査においては、思考力等を問う問題を出題しているが、高等学校入学者選抜
においても、そうした思考力等を問う問題が出題されている。
問題例・国語 資料を作成して発表をする際の効果的な流れについての自分の考えとその理由を文章にまとめさせる問題

こ

（ラグビー日本代表選手へのインタビュー記事）
「日本にしかできないおもてなしがたくさんあると思い
ます」という部分に ②が付されている。



19

全国学力・学習状況調査においては、思考力等を問う問題を出題しているが、高等学校入学者選抜
においても、そうした思考力等を問う問題が出題されている。
問題例・数学 スティックの模様や将棋の駒の文字の出る確率について樹形図をとおして考えさせ、その理由と共に文章にまとめさせる問題

４．高等学校入学者選抜にも思考力等を問う出題がなされるようになった

※他の資料等への転載不可

こ

都道府県の意向により、
ホームページへの掲載不可
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肯定的回答の内訳（小学校） 行った よく行った

項目 実施率

過去の調査結果の分析・検証 100%

調査結果の分析・検証の有用性 100%

調査結果を踏まえた教育目標の見直しや改善計画の策定
等 97.9%

調査結果を踏まえた施
策への反映
（複数回答可）

以下の①～④を１つ以上実施 100%

①指導資料や教材の作成 100%

②教職員研修・授業研究等への支援 97.9%
③教職員や非常勤講師の配置等の
配慮 51.1%

④その他の取組 19.1%

調査結果を踏まえた取組等の地域住民への周知・啓発 97.9%

調査問題や授業アイディア例を用いた指導改善のための研
修等 95.7%

学校に対する調査結果の活用を促す指導・助言 100%

学校における調査結果を踏まえた取組等の家庭や地域へ
の周知・啓発の促進 97.9%

出典：平成25年度全国学力・学習状況調査｢教育委員会に対する調査｣

都道府県教育委員会 学校

前年度調査の自校の分析結果について、調査対象学年だけでなく学
校全体で教育活動を改善するために活用した学校の割合の推移

出典：全国学力・学習状況調査学校質問紙

５．教育現場において、データを活用したPDCAサイクルが定着した
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平成28年度に10年間の全国学力・学習状況調査の総括

「全国的な学力調査に関する専門家会議」において、10年間を総括し、今後の具体的な方策を提言。

◆より充実した調査にするために～具体的な改善方策～
○調査の結果提供の早期化 →平成30年度から１ヶ月早め、７月末（夏休み中）に提供

○学習指導要領改訂を反映した調査問題や質問紙調査項
→平成31年度より、従来のＡ問題（知識・技能）、Ｂ問題（活用）を一体的に問う問題へ

○中学校英語調査を平成３１年度から３年に一度程度実施 →英語４技能の調査を開始

○本体調査を補完するものとして経年変化分析調査と保護者調査を実施 →令和２年度実施

○大学等の研究者等に対する個票データ等の貸与・公表 →平成30年度から貸与開始

「全国的な学力調査の今後の改善方策について」（まとめ）を公表
（平成29年3月 全国的な学力調査に関する専門家会議）
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